
栃木県国民健康保険団体連合会

1 継続組織の前提に関する注記

　　継続組織の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況はない。

2 重要な会計方針

　（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　 該当なし。

　（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　 該当なし。

　（3）固定資産の減価償却の方法

　　　 建物、什器備品及びソフトウェア・・・・・・定額法によっている。

　（4）引当金の計上基準

　　　 賞与引当金・・・・・・・・・・・・・役職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する額を計上している。

　　　 退職給付引当金・・・・・・・・・職員の退職金の支給に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

　（5）消費税等の会計処理

　　　 消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

3 会計方針の変更

　　該当なし

4 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

282,788,622 53,095,154 20,574,685 315,309,091

0 5,000,000 0 5,000,000

349,131,676 94,700,000 153,020,532 290,811,144

62,135,295 23,457,989 0 85,593,284

776,441,849 176,734,778 22,396,591 930,780,036

1,470,497,442 352,987,921 195,991,808 1,627,493,555

1,470,497,442 352,987,921 195,991,808 1,627,493,555

※財政調整基金積立資産には、任意調整積立資産224,431,676円を含む

5 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

当期末残高

うち指定正味財産

からの充当額

うち一般正味財産

からの充当額

うち負債に

対応する額

0 0 0 0

特定資産

退職給付引当資産 315,309,091 0 0 315,309,091

5,000,000 0 5,000,000

財政調整基金積立資産 290,811,144 0 290,811,144 0

電算処理システム導入作業経費積立資産 85,593,284 0 85,593,284 0

減価償却積立資産 930,780,036 0 930,780,036 0

1,627,493,555 0 1,312,184,464 315,309,091

1,627,493,555 0 1,312,184,464 315,309,091

※財政調整基金積立資産には、任意調整積立資産224,431,676円を含む

6 担保に供している資産

　　該当なし

7 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物 684,868,000 199,513,456 485,354,544

什器備品 540,676,371 361,039,040 159,652,069

ソフトウェア仮勘定 1,567,830 0 1,567,830

ソフトウェア 1,126,307,625 847,856,713 265,542,516

2,353,419,826 1,408,409,209 912,116,959

8 保証債務等の偶発債務

　退職給付引当資産

　ICT等積立資産

　財政調整基金積立資産

　電算処理システム導入作業経費積立資産

　減価償却引当資産

令和2年度財務諸表に対する注記

科    目

基本財産

小　計

特定資産

科    目

合　計　　　　

合　計　　　　

小　計　　　　

合　計　　　　

科    目

基本財産

小　計

小　計　　　　

ICT等積立資産
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　　該当なし

9 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

　　該当なし

10 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額および残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸借対照表上の

記載区分

国庫補助金 - 35,506,913 35,506,913 - -

県補助金 - 13,424,946,261 13,424,946,261 - -

- 13,460,453,174 13,460,453,174 - -

11 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

（単位：円）

金額

受取補助金等振替額 13,460,453,174

13,460,453,174

12 資産除去債務に関する注記

　　当連合会は、区分所有している事務所について当該ビルを解体する際の解体費用を負担する義務を有しています。

　　しかし、当該ビルの区分所有間の負担割合が定まっておらず、かつ、将来移転等の予定もないことから、資産除去債務を合理的に

　　見積もることができません。そのため、当該資産に見合う資産除去債務を計上しておりません。

13 関連当事者との取引の内容

　　該当なし

14 重要な後発事象

　　該当なし

15 その他の資産、負債及び純財産の状態並びに純財産増減の状況を明らかにするために必要な事項

　　該当なし

合　計　　　　

内    容

合　計　　　　

補助金等の名称 交付者

国

栃木県
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